別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：母子寡婦福祉資金貸付支出　項：事務費　目：事務費
	事業名: 新母子寡婦福祉資金貸付金債権回収業務委託費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　健康福祉部　子ども家庭課　家庭支援係　電話番号：058-272-1111（内2638）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp 
	事業費


　要求額：8,400千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（１）事業内容
本貸付の償還金で未収となっているものうち、回収が困難なものや回収に必要以上に経費がかかるものについて、専門的な知識と経験を有する事業者により、効率的で効果的な回収を図り、安定した制度運用を図ることを目的に、債権回収業務を委託します。

（２）委託する対象
　・再三の督促にも納付に応じない案件 

　・長期の滞納にも関わらず納付の意思がみられない案件 

　・県外等、遠方に転居し回収に必要以上に費用がかかる案件　等 

（３）委託先
弁護士法人、または、債権回収会社
（４）委託期間（予定）

　　平成２５年６月～平成２６年３月

（５）委託先の選定方法
　　公募型プロポーザル方式による
	２　所要経費


（1） 8,400千円
委託料　　20,000千円×40％×1.05＝8,400千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	8,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,400

	決定額
	8,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,400


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　毎年度の滞納額について、回収計画値（金額）を下回る状態としたい。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	平成24年度以降の回収計画
(未収金額・千円)

	103,070
（H23）
	105,635

（H24）
	107,334（H25）
	103,070
（H23）
	85,635

（H25）
(H25数値)－(20,000千円)
	％
100

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　－


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　貸付金担当者に対する説明会の実施。
　振興局福祉課からの滞納状況ヒアリング及び償還指導に対する助言。



（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　
　平成２４年１１月時点の現年度償還率が９０％を超えている。
　（調定額：83,672,130円、収納額:75,472,643円、90.20％）

　＜平成２３年度現年度分収納実績（平成２３年１１月時点）＞
　　調定額：85,930,217円、収納額：77,014,889円、償還率：89.62％
　＜平成２２年度現年度分収納実績（平成２２年１１月時点）＞
　　調定額：83,036,713円、収納額：74,188,439円、償還率：89.34％

　年度末までの現状の償還率が維持できるよう引き続き償還指導に努める。

（今後の調定予定：平成24年12月、約85,000千円）



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	既に実施済みの対応では回収に限界があり、他の方法による未収金回収を検討する時期にある。
約半数の都道府県で実施済み、または、実施予定であり、全国的に債権回収を民間委託する傾向である。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－

	－

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
平成２６年末までの実施とするので、期間中に成果を把握し、有効な手段と判断される場合は、翌年度以降の実施を検討する。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
事業実施後の成果を確認のうえ、事業継続の可否を判断する。

事業を継続する場合は、より円滑で効果的な方法での業務委託を検討する。



